
四半期報告書 

塩野義製薬株式会社 

E00923 

（第149期第１四半期） 

自 平成25年４月１日 

至 平成25年６月30日 



目       次 

  頁

表 紙      

    

第一部 企業情報      

第１ 企業の概況      

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………………………  1

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………………………  1

第２ 事業の状況      

１ 事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  2

２ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………………………  2

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 …………………………………………………  3

第３ 提出会社の状況      

１ 株式等の状況      

(1）株式の総数等 ……………………………………………………………………………………………………  4

(2）新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………  4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 …………………………………………………  4

(4）ライツプランの内容 ……………………………………………………………………………………………  4

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 ……………………………………………………………………………  4

(6）大株主の状況 ……………………………………………………………………………………………………  4

(7）議決権の状況 ……………………………………………………………………………………………………  5

２ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………………………  5

第４ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  6

１ 四半期連結財務諸表      

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  7

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………  9

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  9

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………  10

２ その他 ………………………………………………………………………………………………………………  12

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………………………  13

    

［四半期レビュー報告書］      



 （注） 上記の福岡支店及び札幌支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供すべき場所ではありませんが、投資者の

便宜を考慮して縦覧に供する場所としております。 

  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月９日 

【四半期会計期間】 第149期第１四半期（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

【会社名】 塩野義製薬株式会社 

【英訳名】 Shionogi & Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  手代木 功 

【本店の所在の場所】 大阪府大阪市中央区道修町３丁目１番８号 

【電話番号】 ０６（６２０２）２１６１ 

【事務連絡者氏名】 経理財務部長  細貝 優二 

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区渋谷２丁目17番５号 シオノギ渋谷ビル（東京支店） 

【電話番号】 ０３（３４０６）８１１１ 

【事務連絡者氏名】 広報部 課長  小井手 崇 

【縦覧に供する場所】 塩野義製薬株式会社 東京支店 

（東京都渋谷区渋谷２丁目17番５号 シオノギ渋谷ビル） 

塩野義製薬株式会社 名古屋支店 

（名古屋市中区新栄町２丁目９番地 スカイオアシス栄） 

塩野義製薬株式会社 福岡支店 

（福岡市中央区長浜１丁目１番35号 新ＫＢＣビル） 

塩野義製薬株式会社 札幌支店 

（札幌市中央区北三条西４丁目１番地１ 日本生命札幌ビル） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



  

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第148期 

第１四半期連結 
累計期間 

第149期 
第１四半期連結 

累計期間 
第148期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高（百万円）  67,823  67,265  282,903

経常利益（百万円）  12,066  12,622  58,922

四半期（当期）純利益（百万円）  6,910  10,846  66,727

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 5,627  18,370  89,762

純資産額（百万円）  346,127  434,631  423,633

総資産額（百万円）  514,014  584,232  574,882

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 
 20.64  32.39  199.25

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円） 
 20.63  32.38  199.17

自己資本比率（％）  66.7  73.7  73.1

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、以下の契約を締結しております。 

  

重要な資産（製品）の譲受 

  

また、以下の契約は解消いたしました。 

技術導出等 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

相手先 国名 対象製品 譲受価額の支払 締結日 

ペニンスラ社/ヤンセン・ 

ファーマシューティカルズ社 
アメリカ ドリペネム 契約金 2013.6.27 

相手先 国名 技術の内容 地域 対価の受取 契約期間

ジョンソン・エン

ド・ジョンソン社 
アメリカ 

抗生物質ドリペネムの

開発、製造及び販売権 

全世界 

（日本、韓

国、台湾、中

国を除く） 

契約金 

一定料率のロイヤリティー

製品供給 

2002.７～ 

製品の発売から10年又は特

許権存続期間のどちらか長

い方 
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(1)業績の概況 

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高 百万円、営業利益 百万円、経常利益 百万

円、四半期純利益 百万円となりました。 

売上高につきましては、国内医療用医薬品において、最重要戦略３品目である「クレストール」「イルベタン」

「サインバルタ」をはじめ、戦略品目の増加が既存品の減少を補い、前年同期比1.9％の増となりました。海外に

おきましては、米国子会社のシオノギＩＮＣ.が安定的に推移しており、海外売上高全体で13.3％の増加と、全体

の売上高に貢献いたしましたが、アストラゼネカ社によるクレストール売上高の減少などによるロイヤリティー収

入の減収の影響により、売上高全体では前年同期比0.8％の微減となりました。 

一方、利益面では、米国売上の回復に伴う原価率の改善もあり、売上総利益が前年同期比3.5％の増加となりま

した。販売費及び一般管理費につきましては、閉経後膣萎縮症治療薬「OsphenaTM」の米国での上市に伴う販売関

連費用の増加や研究開発費の増加により前年同期比5.4％の増加となったことから、営業利益は前年同期比1.7％の

減少となりました。経常利益は、円安の影響により為替差益に転じたことなどから、前年同期比4.6％の増加とな

りました。四半期純利益につきましては、シオノギＩＮＣ．の株式評価損の損金算入額の変更により税金費用の減

少があり、前年同期比56.9％の増加となりました。 

  

(2)資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円で、前連結会計年度末と比べて93億49百万円増加し

ました。流動資産は、主として短期運用の有価証券の増加やたな卸資産の増加などにより、前連結会計年度末より

54億71百万円多い 百万円となりました。固定資産は、主として外貨建ののれんや投資有価証券が為替変

動により増加したことから、前連結会計年度末より38億77百万円多い 百万円となりました。 

負債合計は 円で、前連結会計年度末と比べて16億49百万円減少しました。流動負債は、主に支払手形及

び買掛金の増加や１年以内に償還期限が到来する社債を流動負債に振替えたことによる増加などにより、前連結会

計年度末より174億48百万円多い 百万円となりました。固定負債は、上述の社債の振替による減少などに

より、前連結会計年度末より190億97百万円少ない 百万円となりました。 

純資産合計は 百万円で、前連結会計年度末と比べて109億98百万円増加しました。株主資本は、四半期

純利益の計上および配当金の支払などの結果、前連結会計年度末より34億75百万円多い 百万円となりま

した。その他の包括利益累計額は、主として為替の変動による為替換算調整勘定の増加などにより、前連結会計年

度末より72億18百万円多い 百万円となりました。また、少数株主持分は前連結会計年度末より３億５百万

円多い 百万円となりました。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は、131億24百万円となり、売上高に対する

比率は19.5％となりました。 

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

672億65 121億59 126億22

108億46

5,842億32

2,723億17

3,119億14

1,496億

1,156億56

339億43

4,346億31

4,322億48

△14億44

37億４
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当する事項はありません。 

  

該当する事項はありません。 

  

該当する事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,000,000,000

計  1,000,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年８月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  351,136,165 同  左 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  351,136,165 同  左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成25年４月１日～ 

平成25年６月30日 
－  351,136 －  21,279 －  20,227

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

（注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40個）

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    16,236,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   334,545,400  3,345,454 － 

単元未満株式 普通株式       354,765 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 351,136,165 － － 

総株主の議決権 －  3,345,454 － 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

塩野義製薬株式会社 
大阪市中央区 

道修町３丁目１番８号 
 16,236,000  －  16,236,000  4.62

計 －  16,236,000  －  16,236,000  4.62

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,575 21,247

受取手形及び売掛金 67,908 66,715

有価証券 84,432 87,325

商品及び製品 26,531 29,904

仕掛品 14,024 13,579

原材料及び貯蔵品 8,771 9,495

その他 43,612 44,062

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 266,845 272,317

固定資産   

有形固定資産 78,473 77,640

無形固定資産   

のれん 40,293 41,912

その他 30,171 29,214

無形固定資産合計 70,464 71,127

投資その他の資産   

投資有価証券 122,628 126,114

その他 36,560 37,122

貸倒引当金 △90 △90

投資その他の資産合計 159,098 163,146

固定資産合計 308,036 311,914

資産合計 574,882 584,232

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,734 14,076

短期借入金 7,500 7,500

1年内返済予定の長期借入金 31,500 31,000

1年内償還予定の社債 － 20,000

未払法人税等 1,146 2,010

賞与引当金 7,134 9,909

返品調整引当金 6,459 6,041

その他の引当金 26 －

その他 33,706 25,119

流動負債合計 98,207 115,656

固定負債   

社債 20,000 －

長期借入金 10,027 10,030

退職給付引当金 8,995 9,155

その他 14,018 14,757

固定負債合計 53,041 33,943

負債合計 151,249 149,600
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,279 21,279

資本剰余金 20,227 20,227

利益剰余金 407,007 410,486

自己株式 △19,741 △19,745

株主資本合計 428,772 432,248

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,055 16,604

繰延ヘッジ損益 △450 △144

為替換算調整勘定 △24,267 △17,904

その他の包括利益累計額合計 △8,662 △1,444

新株予約権 123 123

少数株主持分 3,399 3,704

純資産合計 423,633 434,631

負債純資産合計 574,882 584,232
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 67,823 67,265

売上原価 20,573 18,355

売上総利益 47,249 48,910

販売費及び一般管理費 34,883 36,750

営業利益 12,366 12,159

営業外収益   

受取利息 36 29

受取配当金 486 965

為替差益 － 412

その他 210 65

営業外収益合計 733 1,472

営業外費用   

支払利息 311 227

寄付金 174 293

訴訟関連費用 155 271

その他 391 217

営業外費用合計 1,033 1,010

経常利益 12,066 12,622

特別利益   

投資有価証券売却益 337 554

特別利益合計 337 554

特別損失   

投資有価証券評価損 747 －

特別損失合計 747 －

税金等調整前四半期純利益 11,656 13,177

法人税、住民税及び事業税 5,541 1,284

法人税等調整額 △801 1,042

法人税等合計 4,740 2,326

少数株主損益調整前四半期純利益 6,916 10,851

少数株主利益 5 4

四半期純利益 6,910 10,846
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 6,916 10,851

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 739 548

繰延ヘッジ損益 445 306

為替換算調整勘定 △2,473 6,663

その他の包括利益合計 △1,288 7,518

四半期包括利益 5,627 18,370

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,466 18,064

少数株主に係る四半期包括利益 161 305
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当第１四半期連結会計期間より、当社グループは新規設立により北京塩野義医薬科技有限公司を連結の範囲

に含めております。 

  

（訴訟関連費用の表示区分の変更） 

訴訟に関連する費用は、従来、重要性が乏しいため、訴訟に関連しない法務関係の費用とともに「販売費及

び一般管理費」に含めて計上しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、「営業外費用」の「訴訟関

連費用」に計上することといたしました。 

この変更は、海外取引の拡大に伴い外国企業等との訴訟案件が増加してきており、金額的重要性が増してき

たことや、今後もグローバルに活動していくことで当該費用の増加が見込まれることから、改めて表示方法を

検討した結果、訴訟に関連する費用については営業外費用に含めて表示することが当社グループの実態をより

適切に表すと判断したことによるものであります。 

当該表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の連結損益計算書の組替えを行っており

ます。 

この結果、前第１四半期連結累計期間の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」として表示し

ていた35,039百万円のうち155百万円を「営業外費用」の「訴訟関連費用」として組み替えております。ま

た、この変更により、前第１四半期連結累計期間の営業利益は、12,210百万円から12,366百万円に増加してお

ります。 

  

偶発債務 

連結会社以外の金融機関等からの借入に対する保証 

  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。 

  

  

【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（追加情報）

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成25年６月30日） 

従業員の住宅ローンに対する

保証 
9 百万円 9 百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 

    至  平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

    至  平成25年６月30日） 

減価償却費 2,961 百万円 3,252 百万円 

のれんの償却額 945 百万円 660 百万円 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

配当金支払額 

  

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自  平成25年４月１日  至平成25年６月30日） 

当社グループは、医療用医薬品の研究開発、仕入、製造、販売並びにこれらの付随業務を事業内容とする単一

事業であります。製品別の販売状況、会社別の利益などの分析は行っておりますが、事業戦略の意思決定、研究

開発費を中心とした経営資源の配分は当社グループ全体で行っており、従って、セグメント情報の開示は省略し

ております。 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

   

該当する事項はありません。 

  

  該当する事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  6,697  20.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  7,367  22.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 20 64 円 銭 32 39

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  6,910  10,846

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  6,910  10,846

普通株式の期中平均株式数（千株）  334,898  334,898

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 20 63 円 銭 32 38

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  49  124

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている塩野義製薬株

式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５年４月

１日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、塩野義製薬株式会社及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

   

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年８月８日

塩野義製薬株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 増田  明彦 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 梅原   隆 印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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